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第３節 全体構想 

 

１．都市づくりの基本理念と将来都市像 

 
都市計画マスタープランでは、長期総合計画（後期戦略プラン）と整合を図りなが

ら見直しを行い、その基本理念と将来都市像を次のように定めます。 
 

（１）基本理念 
 
◆基本理念 

～これまでの新居浜～ 

本市は元来、農漁村でしたが、元禄４年（1691）の別子銅山の開坑以来、300 年

以上の長きにわたり、住友関連企業群を中心として四国屈指の工業都市として発展

してきました。 

現在では、東予地域の中心都市、あるいは愛媛県における拠点都市としての役割

を担い、産業構造の高度化を進めてきた結果、テレコムプラザ、東予産業創造セン

ター、東部工業団地等の施設が充実してきました。また、歴史・文化施設である別

子銅山記念館、愛媛県総合科学博物館、マイントピア別子や、レクリエーション施

設であるマリンパーク新居浜等をはじめ多くの施設が充実してきました。 
しかし一方で、少子・高齢化、中心市街地の空洞化と魅力の低下、密集住宅地域

の居住環境の改善や都市施設の整備・拡充等多くの問題・課題を抱えている状況に

あります。 
また、昨今の本市を取り巻く社会・経済情勢をみると、低成長型経済構造への移

行、市民の生活様式の多様化、環境共生、高度情報化そして地方分権化等が進む時

代の大転換期を迎えています。さらには、しまなみ海道の開通による瀬戸内新時代

の幕開けなどから、これまでと異なった新しい視点でのまちづくりの展開が求めら

れています。 
今後の本市の都市づくりの視点は次のようになると考えられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 

○市民の生活や暮らしを重視するとともに、地域固有の別子銅山等の歴史・

文化や自然を尊重していくまちづくり 
○本市の独自性を有する機能の強化による都市の魅力を向上させるまちづく

り 
○既存ストックの保全と活用や連携、役割分担を図った効率的なまちづくり 
○都市づくりを支えていくための市民と企業と行政の三者協働によるまちづ

くり 

■新居浜市の都市づくりの視点
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  ～これからの新居浜～ 

 
●「生活重視」   ●「歴史・文化や自然の尊重」   ●「産業強化」 

 
このようなことから、今後は自然を見直し保全・回復する機能や新しい文化と生

活様式を創造する機能、新産業を創造していく機能を兼ね備えた独自性と多様性の

あるまちづくり、さらには高齢者や障害者を含めた全ての人が安全で暮らしやすい

生活環境の形成が求められています。 
本市では、本市固有の恵まれた自然、これまで育まれてきた別子銅山の近代化産

業遺産*に代表される歴史や文化等の風土が人々の生活の中で息づき、市民の自由

な生活活動を支えるとともに、本市独自の個性が光る 

『 ゆとりと豊かさにあふれ、 

 活力と魅力のあるきらり
．．．

と光るまち 』 
を目指していきます。 
 

（２）将来都市像 
 

都市の将来像としてこの基本理念を踏襲し、「生活の明かり」「歴史・文化の光」「自

然の光」「技術の光」の４つの光（個性）を放ち、未来ある明るい都市を目指し、 
 

～21 世紀に光り輝く 

生活・文化・産業創造都市 新居浜～ 
 

と定めます。 
 

□都市計画マスタープランの愛称 

さらに、都市計画マスタープランの愛称名を『
コート

光都プラン 21』とし、市民、企業、

行政が一体となり、次世代に引き継ぐ、21 世紀の道標となるまちづくり計画とします。 
 

『
コート

光都プラン 21』 
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２．基本目標 

 
基本理念と将来都市像を踏まえ、まちの将来像を実現するために都市づくりの基本

目標を下の図のように定めます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）環瀬戸内新時代にふさわしい高次都市機能*を備えた 21 世紀の生活・文

化・産業創造都市づくり 

東予地域の中心都市としての役割を担うため、また、環瀬戸内新時代、都市生活の

広域化及び人口減少時代への移り変わりを視野に入れ、広域的な観点から都市間の連

携、機能分担を考慮した上で、既存のテレコムプラザをはじめ総合文化施設、商業・

業務施設、都心居住・福祉施設などの各種機能を備えた高次な都市施設の集積を促進

します。 

さらには、継続性と双方向性のある交流・連携機能の整備・拡充に努めるなど 21

世紀の生活・文化・産業創造都市の形成を推進します。 

 

（２）未来を築く新産業を創造する活力あるまちづくり 
これまで取り組んできた産業集積の実績を生かしながら、今後も鉄道、道路、港湾

集積の交通アクセス*や高度情報通信基盤・システムをはじめとする産業基盤の整備・

充実に努めるとともに、東予産業創造センターを核とした人材の育成や多様な企業間

の交流への支援を促進します。 

～21 世紀に 

 光り輝く生活・文化・

 産業創造都市

   新居浜～

 

３．快適で魅力と

にぎわいのある

市街地の再生 

 
２．未来を築く新

産業を創造する

活力あるまちづ

くり 

１．環瀬戸内新時

代にふさわしい

高次都市機能を

備えた 21世紀の

生活・文化・産

業創造都市づく

り

 
５．誰もが安心し

て豊かに暮らせ

る生活空間づく

り 

 

４．本市固有の自

然や歴史・文化

などの環境と調

和した創造的な

まちづくり 
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また、新たな出会いとにぎわいのある商・遊機能の充実や本市固有の自然、歴史・

文化や観光などの資源の保全と活用を図り、観光関連産業と地域の振興に寄与する交

流人口の増加に努めます。 
さらには、産業的観点から高齢者や女性等の社会参加の機会の創出を図ります。 
 

（３）快適で魅力と賑わいのある市街地の再生 
本格的な少子高齢化社会の到来と人々が暮らしに求める価値感の多様化、その一方、

深刻化する地球環境、財政的な制約等の問題への対応のため、持続可能な都市づくり

が求められています。 
今後のまちづくりにおいては、本市が合併により形成されてきたことを踏まえ、従

来の拡大志向から中心市街地及び周辺部生活拠点における市街地環境と地域コミュニ

ティ＊の維持・保全を図る方向に転換し、地域連携が確保された集約型の都市構造の

実現を目指します。 
そのためには、既成市街地における優先的な都市施設の整備や中心市街地への基幹

公共公益施設の集約、公共交通ネットワークの整備など、快適で魅力ある市街地環境

の形成を推進します。 
 

（４）本市固有の自然や歴史・文化などの環境と調和した創造的なまちづくり 
燧

ひうち

灘、国領川、大島、丘陵地、赤石山系や銅山川など本市の恵まれた水と緑の自然

環境の保全を行うとともに、市民の環境教育・環境学習や保健・休養の場としての活

用を推進します。 

また、市民の生活環境や地球環境への関心の高まりから、環境への負荷の少ない社

会を目指し、ごみの減量化、リサイクル、地球温暖化などへの対策を進め、地球環境

にやさしい循環型社会のまちづくりを推進します。 

また、これまで育まれてきた都市の記憶ともいえる歴史・文化を尊重し、伝統的な

まつりや近代化産業遺産＊などの保存・活用・再生等に努め、地域文化に根ざした創

造的なまちづくりを推進します。 

 
（５）誰もが安心して豊かに暮らせる生活空間づくり 

まちづくりの観点から高齢化社会に対応した建物、道路、公園、交通機関など様々

な施設の福祉的環境整備（バリアフリー*）を進め、市民、企業、行政が一体となった

総合的な福祉のまちづくりを推進します。 

また、市民の誰もが安全で安心して暮らせるようなまちづくりとして都市の防災性

の向上に努めるとともに、福祉のまちづくりと同様に市民、企業、行政の協働による

防災まちづくりを促進します。 
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３．将来フレーム（将来目標人口）の設定 

 
都市計画マスタープランでは、平成13年度からおおむね10年後の平成22年度を中間

年、20年後の平成32年度を目標年として将来目標人口を設定します。 

平成22年度（中間年）における将来目標人口は、第四次新居浜市長期総合計画との

整合を図り13万人とします。また、平成32年度（目標年）における将来目標人口は、

平成22年度の人口13万人を維持していくこととします。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆平成２２年度（中間年）将来目標人口  １３万人

 

 

 

◆平成３２年度（目標年）将来目標人口  １３万人 

第
四
次
新
居
浜
市 

 
 

 

長
期
総
合
計
画 

維 持 

整合 
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４．都市づくりの基本的な方向 

 

本市における都市づくりの基本理念と目標に基づき、将来都市構造、土地利用方針、

都市施設等整備方針について、都市づくりの基本的な考え方を次に示します。 

 
■都市づくりにおける基本体系図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．将来都市構造の
基 本 方 向

１）都市拠点 

２）地域拠点 

３）交通・交流拠点 

４）産業拠点 

５）観光・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ拠点 

６）歴史・文化拠点 

７）都市中心軸 

８）広域交流連携軸 

９）地域交流連携軸 

10）健康・環境創造軸 

11）歴史文化軸 

３．都市施設等整備
方針 

(２)都市計画区域＊内
の方針 

２ ． 土 地 利 用 方 針

(２)各種都市拠点と 
都市軸の形成 

１）複合臨海部 

２）平野部 
３）丘陵部 
４）複合山地部 
５）山間部 

(３)都市計画区域＊外
の方針

１）市街地整備 

２）交通関連施設等 

３）公園・緑地関連施設等 

４）河川関連施設等 

５）供給処理関連施設等 

６）都市環境関連施設等 

７）都市景観形成等 

８）都市防災関連施設等 

９）福祉関連施設等 

10）その他公共施設等 

(１)適正かつ合理的な
土地利用の誘導 

１）用途地域  
① 商業・業務系  
② 工業系 
③ 住居系 

２）特定用途制限地域 
①市街地周辺地区 
②幹線道路沿道地区 
③田園居住地区 

３）開発行為＊ 
４）複合山地・丘陵地 
５）優良農地  

(１)将来都市構造 
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４－１ 将来都市構造の基本方向 

 

本市は南北が山と海に面し、東西が丘陵地となっており、それらの地形に挟まれる

形で平野がひょうたん形に広がる特異な地形構造を呈しています。このような地形的

特性を踏まえて、都市づくりの基盤となる将来の都市構造を「複合臨海部」「丘陵部」

「平野部」「複合山地部」「山間部」の区域に大別し、各々の基本方向を示します。 

 

（１）将来都市構造 
 

■都市構造基本フレーム 
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１）複合臨海部 

市北部海岸に沿って延びる地域は、住友系企業を中心とした本市の基幹的な工業集

積と、住宅地や沢津・垣生海岸、黒島海浜公園、大島等の自然的環境等が混在してい

ます。 

今後も産業基盤等の整備に努めていくとともに、一方で住宅地との共存と、沢津・

垣生海岸等の自然環境との共生を目指していく地域と位置づけます。 

 
２）平野部 

中心市街地においては、本市の都市構造の骨格をなす地域であることから、今後も

商業・業務・文化等の都市機能の充実・強化と既存ストックの有効活用を図るととも

に、今後計画される公共公益施設の優先的な立地を進める地域と位置づけます。 
また、周辺部の生活拠点等の既成市街地においては、都市施設の効率的な整備と維

持・保全を図ることにより、伝統的な地域コミュニティ＊と良好な居住環境の維持・

保全を図る地域と位置づけます。 
その他の田園地域においては、優良な農地を都市の貴重なオープンスペース＊とし

て保全に努めるとともに、適正な土地利用規制・誘導により良好な環境の保全に努め

る地域と位置づけます。 
 
３）丘陵部 

①西部丘陵地 

市街地の西側に位置する西部丘陵地は、滝の宮公園やゴルフ場等のレクリエーシ

ョン資源を有し、良好な緑の環境を本市に提供していることから、緑の保全と活用

を計画的に努めていく地域とします。また、本市独自の自然的・都市的景観を形成

する上で貴重な景観要素となる地域と位置づけます。 

 
②東部丘陵地 

市街地の東側に位置する東部丘陵地は、グリーンフィールド新居浜や市民の森等

のレクリエーション資源と、郷山、長野山、阿島山からなる緑の豊かな自然環境を

有し、その多くが保安林、地域森林計画対象森林となっており、保安林の一部は生

活環境保全林として市民の保健休養の場として生かされています。 

今後も西部丘陵地と同様に独自の自然的・都市的景観を形成する上で貴重な景観

要素となる地域と位置づけます。 

 
４）複合山地部 

松山自動車道以南の市街地と隣接し、緑豊かな自然環境を有する山地部は、産業遺

産*を生かしたマイントピア別子や愛媛県総合科学博物館、東予産業創造センターが

立地する複合機能を有する地域を形成しています。 

よって今後も自然環境の保全を前提に、歴史・文化、観光・レクリエーション機能

の充実に努めていく地域と位置づけます。 
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５）山間部 

当地域は都市計画区域*外となっていますが、特に別子山地域は、別子銅山開坑以

来の産業・文化遺跡を有する他、愛媛県指定の自然環境保全地域に含まれるなど自然

豊かな探訪コースに恵まれています。今後も、別子観光センターや森林公園ゆらぎの

森といった観光施設を核とした別子・翠波はな街道＊の整備を図り、自然環境、及び

産業遺産の宝庫としての保全に努めていく地域と位置づけます。 

 
（２）各種都市拠点と都市軸の形成 
 

多様な都市の発展に対応し、ゆとりと豊かさを備えた生活・文化・産業創造都市へ

の健全な発展を図るため、次のように各種都市拠点と都市軸を位置づけ、今後は拠点

を中心に都市整備を推進します。 
 

１）都市拠点の創出 

①新都市拠点の形成 

ＪＲ新居浜駅周辺は本市の新たな「玄関口」となる都市拠点としての役割を担っ

ていることから、面的整備事業等を活用して都市基盤施設*の整備を進め、芸術、文

化、情報、交流及び商業・業務機能などを備えた新都市拠点づくりを推進します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜新居浜駅周辺整備構想図＞ 
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②中心都市拠点の形成   

官公庁周辺地区にあっては、行政、文化施設が集積する本市の中心都市拠点とし

て位置づけ、官公庁施設の高度化、都市基盤整備と周辺地区環境との一体的な整備

を推進し、都市機能の向上、都市景観等の形成を図ります。 

 

③生活・文化都市拠点の形成 

既存の商店街が一団となる昭和通り、登り道商店街を含む中心商店街周辺にあっ

ては、市民の暮らしを支える生活・文化都市拠点として位置づけ、生活や暮らし、

あるいは文化に根ざした地域性を尊重し、人々が集い、賑う魅力ある商店街の創出

に努めながら、商業・業務機能の強化を図ります。 

 
④都市型リゾート拠点の形成 

大型店舗や宿泊施設が立地する前田町周辺については、商業・業務及びアミューズ

メントが複合した都市型リゾート拠点として位置づけ、機能の充実を図ります。 
 

⑤副都市拠点 

国道 11 号が通り、上部支所、既存の商業施設が立地し本市南部の中心地としての

役割を担っている喜光地周辺を副都市拠点として位置づけ、商業・業務機能の強化

を図ります。 

 
２）地域拠点 

ＪＲ多喜浜駅周辺は商業地及び住宅地があり、背後地には新居浜港東港地区、マリ

ンパーク新居浜、工業団地等の各種機能を備えたポテンシャルの高い地域の拠点であ

るといえます。このため、今後もＪＲ多喜浜駅周辺に対する地域の利便性や都市サー

ビスの提供、近隣商業サービス機能の充実に努めます。 
 

３）交通・交流拠点 

交通網の主要結節点となるＪＲ新居浜駅、多喜浜駅、中萩駅及び松山自動車道新居

浜インターチェンジ、新居浜港（本港地区、東港地区）を広域及び地域の両面から人・

物・情報が出会う社会・経済活動を支える交通・交流拠点として位置づけ、交通及び

交流機能の充実に努めます。 
 

４）産業拠点 

臨海部にある工業集積地、多喜浜、黒島、垣生工業団地及び東予産業創造センター

を産業拠点として位置づけ、産業基盤の整備・充実や交通結節点とのアクセス性の向

上を図ります。 
 



                                   第３節 全体構想 

３０ 

５）観光・レクリエーション拠点 

①別子観光・レクリエーション 

全国的に名高い別子銅山の近代化産業遺産*群を有する別子観光・レクリエーショ

ン地域を形成しています。このことから、今後も周辺環境との共生のもと、観光、交

流・ふれあい、学習等の機能の充実を図るとともに広域観光の振興を推進します。 

 
②その他観光・レクリエーション拠点 

滝の宮公園、池田池公園、国領川緑地、市民の森、

マリンパーク新居浜、黒島海浜公園等の主要な観光資

源を観光・レクリエーション拠点として位置づけ、当

拠点へのアクセス性の向上を図るとともに、一層の活

用を推進します。 
また、分散化傾向にある観光資源のネットワーク化

や、体験観光の充実に努め、魅力ある交流空間の創出

を図ります。 
 

６）歴史・文化拠点 

市立郷土美術館、広瀬歴史記念館、東平歴史資料館、別子銅山記念館、住友化学歴

史資料館、愛媛県総合科学博物館、住友の森・フォレスターハウス、別子山ふるさと

館、瑞應寺、及び一宮神社等の主要な歴史・文化資源を歴史・文化拠点として位置づ

け、施設の保存と活用に努め、観光資源とのネットワーク化により地域の活性化を推

進します。 
  
７）都市軸の形成 

①都市中心軸 

新都市拠点、中心都市拠点、生活・文化都市拠点、都市型リゾート拠点等の中心市

街地と喜光地副都市拠点を結ぶ南北軸を、都市形成を図るための都市中心軸として位

置づけます。 
都市中心軸は、歴史文化軸からつながる本市の都市形成史を物語る軸であり、都市

拠点機能の強化に努めるとともに、骨格となる都市計画道路等の整備を促進し、計画

的かつ合理的な市街地整備を推進します。 
 

②広域交流連携軸 

本市と松山市、高松市を結び、瀬戸内の環状軸を構成する松山自動車道、国道 11

号及び国道 11 号新居浜バイパス（(都)安井船木線）を本市における広域交流連携軸

として位置づけます。 

広域交流連携軸は圏域、広域での都市間ネットワークを形成し機能、役割分担及び

連携による効率的で個性を生かした産業、文化、観光の振興を図ります。 

また、防災性の強化を図るため、地域交流連携軸とのダブルネットワーク化により、

＜マリンパーク新居浜＞ 
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代替機能を確保した交通体系を構築します。 

そのためには、新居浜インターチェンジへのアクセス性を高めるとともに、国道

11 号及び国道 11 号新居浜バイパスをはじめとする市街地南部における東西軸の強化

を図ります。 
 

③地域交流連携軸 

広域交流連携軸と同様に地域の活性化を図り、隣接する西条市、四国中央市を結ぶ

(主)壬生川新居浜野田線（(都)船屋阿島線）、(市)新田松神子線((都)港町松神子線）、

(市)新居浜港田の上線（(都)西原松神子線）を地域交流連携軸として位置づけ、東西

軸の強化を図ります。 

また、広域交流連携軸とのダブルネットワーク化により、防災性の強化を図ります。 
 

④健康・環境創造軸 

瀬戸内海、国領川緑地、東部丘陵地、山根公園を結び、自然環境豊かな歴史文化

軸につながる国領川の南北軸を健康・環境創造軸として位置づけ、健康の増進と水

と緑の潤いのある豊かな都市環境の創出を図ります。 

 
⑤歴史文化軸 

元禄４年（1691）別子銅山の開坑によって、生成発展を遂げた本市の歴史を踏まえ、

別子山地域から、東平、端出場、立川を経由して、都市中心軸及び健康・環境創造軸

につながる軸を歴史文化軸と位置づけ、産業遺産と豊かな自然景観の保存活用を図り

ます。 
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４－２ 土地利用方針 

 

都市づくりにおける将来に向けての基本的な土地利用の方針を次のように示します。 

 
（１）適正かつ合理的な土地利用の誘導 
 

平成 16 年５月の線引き廃止後は、従前の農

地や森林等における土地利用規制に加え、計画

的な土地利用の誘導と良好な環境の形成・保全

を図るため、用途地域及び特定用途制限地域に

おける建築規制等の土地利用規制誘導方策を

実施してきました。 

しかし、まちづくり三法＊の改正等による国

の政策転換への対応、地球環境への負荷軽減や

市民の自然環境への関心の高まり等から、地域連携が確保された集約型都市実現のた

め今後は社会的背景から規制誘導を図るだけでなく、都市環境の保全に資する土地利

用のあり方の検討、低未利用地の有効活用、土地の高度利用等地域の実状に即した計

画的な土地利用の誘導等を図っていく必要性があります。 

これらのことから、用途地域周辺部などの既成市街地内にある用途白地地域＊につ

いては、周辺との調和を図りつつ用途地域への指定を行い、適正かつ合理的な土地利

用を図ります。 

 
（２）都市計画区域＊内の方針 
 

１）用途地域の方針 

用途地域においては、本市における土地利用の現況及び課題に対応するため、より

合理的で調和のとれたまちづくりに必要な見直しを行います。また、特定用途制限地

域の市街地周辺地区のうち、用途地域に隣接し既成市街地内にある用途白地地域＊に

ついては用途地域への指定を検討し、既存の都市機能の集積を活用した良好な居住環

境の形成・保全を持続的に図ります。 
 

①商業・業務系 

◆地域特性に応じた魅力ある商業・業務地の形成 

ＪＲ新居浜駅周辺や中心商業地、前田町周辺及び喜光地、多喜浜などの各地域に

おいて、地域特性に応じた機能強化と、市民と行政の役割分担による魅力ある商業・

業務地の形成を図ります。 

 

 

 〈新居浜市〉  
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②工業系 

◆臨海部における工業施設の集積 

新居浜港本港地区周辺に集積する住友系企業地、新居浜港東港地区周辺に位置す

る多喜浜、黒島、垣生工業団地、多極型産業推進事業用地、本市西部に位置するテ

クノパーク＊等、地域特性に応じた機能強化と企業交流・連携を進め、活力ある工

業地域の形成を推進します。 

また、荷内沖は、産業構造の多様化に対応した臨海性産業用地として長期的展望

に立ち、陸域化を検討します。 

 

③住居系 

◆中心市街地周辺の商業・業務地との調和を図った住宅地の整備 

中心市街地周辺では商業・業務地と調和した良質な住宅地の整備を促進します。 

 
◆周辺環境と調和した中高層住宅地の整備 

国領川緑地周辺地域や滝の宮公園周辺地域は、今後も周辺環境と調和を図った中

高層住宅地として整備を促進します。 

 
◆市街地南部の低密度なゆとりのある住宅地の供給 

閑静な住宅地を有する市街地南部については、周辺の自然環境と調和を図った比

較的低密度なゆとりのある良好な住宅地の整備を促進します。 

 
④沿道型施設立地ゾーン 

国道 11 号や国道 11 号新居浜バイパス、(主)壬生川新居浜野田線、(主)新居浜角野

線等の幹線道路の沿道においては、周辺環境に十分配慮した上で、沿道サービス型店

舗や事務所等の立地を図ります。 

 
２）特定用途制限地域（用途白地地域＊）の方針 

特定用途制限地域においては、良好な環境の形成・保全を図る観点から、特定の建

築物の立地を制限しつつ都市の発展と産業の振興を図るために必要な見直しを行い

ます。 
 

①市街地周辺地区 

居住環境に支障を及ぼすおそれがある特定の用途の建築物等の立地を制限し、現在

の良好な環境の保全を図ります。 
また、既成市街地内の地域については、都市施設の整備状況などを勘案し、用途地

域への指定を検討します。 
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②幹線道路沿道地区 

周辺環境に支障を及ぼすおそれがある特定の用途の建築物等の立地を制限し、秩序

ある沿道環境の形成・保全を図ります。 
また、幹線道路においては、沿道型施設立地ゾーンとして、道路の整備状況や沿道

の土地利用状況、周辺環境等への影響に十分配慮した上で、特定用途制限地域の区分

の見直し、もしくは用途地域への指定を検討します。 
 

③田園居住地区 

地域の環境に特に支障を及ぼすおそれがある特定の建築物等の立地を制限し、地域

の良好な環境の形成・保全を図ります。 
また、臨海部の工業地に隣接する地域や広域交通の結節点であるインターチェンジ

付近等は、周辺の良好な環境との調和を図りつつ地域産業振興のための機能を持つゾ

ーンとして、見直しを検討します 
 

３）開発行為＊ 

開発行為＊については、都市計画区域＊内の開発許可対象面積を 1,000 ㎡以上とし、

無秩序な乱開発の防止や良好な住環境の形成・保全を図ります。 

 

４）複合山地・丘陵地 

市南部の山地一帯や林地、河川等については、良好な都市環境、都市景観を形成す

る重要な資源であり、かつ水源かん養、治山・治水等の重要な役割を担っていること

から保全を図ります。 

また、市民の保健・休養の場として活用される生活環境保全林については、今後も

市民の森等、自然に親しむことのできるレクリエーション空間としての活用を推進し

ます。 

 

５）優良農地の保全 

貴重な緑のオープンスペース＊として、優良農地の保全に努めます。 
また、農業が継続的に発展するよう、ほ場整備やため池、水路、農道等の生産基盤

の整備を推進します 
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〈朝日が照らす赤石山系〉  

（３）都市計画区域*外の方針 

 

山間部となる都市計画区域*外は、水源かん養、

治山・治水、大気、水質の浄化機能だけでなく豊

かな自然景観を有し、動植物などの良好な生息地

として重要な役割を果たしており、今後も良好な

自然環境の保全を図ります。 

また、特に別子山地域については、山岳レクリ

エーションゾーンと位置づけ、交通アクセス＊の

向上、生活利便の確保、交流・連携の拡大のため、

交通ターミナル・道路交通網等の整備を図るなど、

適切な土地利用に努めます。 

なお、森林については、木質資源の有効活用と自然との共生に努めつつ、多面的な

機能が引き出せるよう、その利用を図ります。 

 



 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３７ 
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４－３ 都市施設等の整備方針 

 

良好な住環境の形成の基盤となる交通、公園・緑地、下水道・河川、港湾などの都市

施設における具体的な整備方針を以下に示します。 

 

（１）市街地の整備方針 
 
本市においては、これまで土地区画整理事業等の面的整備事業が実施済みの地区が

なく、そのため市街地中心部では狭あいな道路が多く、都市計画公園等も少ない状況

となっています。 
今後は、良好な居住環境の形成、都市としての魅力向上のため、面的整備手法や地

区計画＊、建築協定等の導入を積極的に推進します。そして、東予地域の中心都市に

ふさわしい高次な都市施設の集積と、脆弱性が指摘される都市構造の強化やゆとりと

潤いのある居住環境の創出を図り、市街地の再生を図ります。 
 

１）都市基盤施設*の整備 

良好な都市環境の形成と保全を図るため、都市づくりの基盤となる道路・公園・下

水道等の都市施設の整備と既存ストックの維持・活用を重点的に推進します。 

 
２）商業・業務地区 

①中心市街地の活性化 

昭和通り、登り道を中心とする商店街、ＪＲ新居浜駅周辺、前田町周辺、市役所周

辺の４つの都市拠点を含めた地域一帯を本市の中心市街地として位置づけ、中心市街

地の特性と今後の発展方向を踏まえ、地域の中心としてふさわしい高次な都市施設の

集積した快適な都市空間の形成を推進します。 

 
◆行政文化商業・業務地 

行政、文化施設が集積する市役所周辺については、合同庁舎の推進、及び既存官

公庁施設の改修・再生を行い、行政・文化機能の強化を推進します。 

また、社会情勢の変化に伴い、一団地の官公庁施設の変更を検討します。 

 

◆中心商業・業務地 

既存商店街となる昭和通り、登り道を中心とする周辺は、本市の生活拠点となる

中心商業地を形成しており、「新居浜市中心市街地活性化基本計画＊」（平成 11 年３

月）を踏まえて新たな中心市街地活性化基本計画＊の作成を検討し、地域の特性に

応じた都市施設の整備・充実を推進します。 
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◆新都心商業・業務地 

ＪＲ新居浜駅周辺は本市の新たな「玄関口」として位置づけ、中心市街地活性化

基本計画*や土地区画整理事業等を活用し、圏域における商業・業務の中心地区とし

て高次な都市施設の集積を図ります。 

 

◆都市型リゾート商業・業務地 

大型店舗、宿泊施設が集まる前田町周辺については、企業遊休地等を活用し都市

型リゾート商業・業務施設の展開により都市機能の更新を促進します。 

 

②周辺環境との調和を図った地域商業地の形成 

◆地域商業地 

今後も、喜光地周辺、多喜浜駅周辺等における利便性の向上を図るため、近隣住

民の日常的な購買需要に対応した商業地の形成を促進します。 

 
◆沿道型施設利用地 

国道 11 号や国道 11 号新居浜バイパス、(主)壬生川新居浜野田線、（主)新居浜角

野線等の主要幹線道路等の沿道においては、沿道周辺住宅地の居住環境と調和を図

った沿道型利用施設の立地を促進します。 

 
３）工業地区 

①新産業集積の推進 

新居浜港東港地区周辺には多喜浜、黒島、垣生工業団地が整備されています。今

後も、高付加価値の加工産業や研究開発型産業、消費者に密着した生活関連産業な

どの企業立地を推進します。 

 
②テクノパーク＊の整備推進 

東予産業創造センターを核として産業技術情報のネットワーク化や人材育成、企業

交流を推進するとともに、新産業の創出と高付加価値産業への構造転換を推進する施

設として機能強化を図り、緑豊かなテクノパーク＊の形成を促進します。 

 

③周辺環境に配慮した工業地の形成 

工業地においては、緑化を促進し周辺環境への配慮も含めて環境との共生を図りま

す。 
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４）住宅地区 

①密集住宅市街地の居住環境の向上 

道路が狭く老朽建物が密集している防災上危険な密集住宅市街地は、防災性の向上

を図るため、建築物の耐震・耐火化、緑化等の推進により安全で快適な居住環境の向

上を促進します。 

 

②市街地中心部への居住の推進 

人口減少が進む中心市街地については、土地区画整理事業や地区計画＊等を活用し、

良好な住宅地の供給を促進します。 

 

③低未利用地の有効活用 

用途地域内農地の計画的な市街化を促進するとともに、未利用地を活用し、基盤整

備が行われた良好な住宅地の供給を促進します。また一方で、自然農園等の多面的な

利用も検討します。 

 

④多様な住宅ニーズに対応した住宅地の整備 

自然環境との調和やユニバーサルデザイン＊等、多様な住宅ニーズに対応した住宅

地の整備を促進します。 

 
５）各種市街地整備手法 

①土地区画整理事業等の活用 

現在実施中の新居浜駅前土地区画整理事業を推進するとともに、構想中の駅南の面

的整備についても、事業化に向けて検討します。また、旦の上土地区画整理事業につ

いては、見直しを検討します。 

 

②地区計画＊等の導入 

地域の特性に応じ、快適な都市環境の創出を図り、道路や公園などの地区施設の整

備や建築物等の規制・誘導を行うため、地区計画＊の導入を検討します。 

また、密集住宅市街地においては、防災再開発促進地区への指定を検討します。 

 

③建築協定、景観協定等の活用 

地域住民が自主的に良好なまちなみの維持・改善を求めて締結する建築協定、景観

協定等については、良好なまちなみ環境の維持・改善のみならず、市民のまちづくり

への啓発にもなることから、積極的な支援を図ります。 

 

④鉄道高架化の検討 

ＪＲ予讃線による市街地の南北の分断を解消、交通の自由度の向上、南北駅前地区

の一体的な拠点形成を図る観点等から、土地区画整理事業とあわせてＪＲ新居浜駅周

辺の連続立体交差事業＊の検討を推進します。 
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（２）交通関連施設等の整備方針 
 

本市における都市交通については、分散した市街地間を結びつけるべき交通機能が

弱く、十分にその役割を果たせていないこと、交通手段として大部分を自家用車等に

頼っており、幹線道路における交通混雑、公共交通機関が十分に活用されていないこ

と、などの課題があります。 
また、地域連携が確保された集約型都市の実現を目指すためには、土地利用面にお

ける規制・誘導だけではなく、交通関連施設の整備においても、環境に優しく、誰も

が安全・便利に移動でき、産業や市民生活を支える交通体系の確立が求められていま

す。 
そのために、交通混雑の解消、交通弱者への対応、環境負荷の低減、産業振興など

の観点から、総合的な都市交通体系＊の検討を行い、交通施策の基本となる「都市交

通マスタープラン」と、それを実現するための「都市交通戦略＊」を策定し、ＪＲ新

居浜駅など交通結節点における交通・交流拠点の整備を進めるとともに、公共交通体

系を充実し人員輸送、物流の利用促進を図ります。 
また、主要幹線道路や主要河川沿線の歩道整備を推進し、歩行者空間の安全性や快

適性の向上を図ります。 
 

１）道路 

①計画的な交通施策の推進 

交通からみたまちづくりの視点として、交通混雑の解消、防災、福祉問題への対応

を図るため、都市交通マスタープラン及び都市交通戦略を策定し、効果的、効率的か

つ計画的な道路網の整備を推進します。 
 

②東西方向の交通軸の強化 

国道 11 号の渋滞緩和や他地域とのアクセス性の向上など地域間の交流を促進する

ため、市街地の東西を結ぶ都市計画道路（以下(都)とする）安井船木線（国道 11 号新

居浜バイパス）、国道 11 号、(都)船屋阿島線、(都)駅前郷線、(都)駅前滝の宮線、(都)

上部東西線、(市)角野船木線を東西の主要軸と位置づけ、これら路線の整備を推進し

ます。 

 
③南北方向の交通軸の強化 

(主)新居浜別子山線、(都)西町中村線、(都)郷桧の端線、(都)新居浜駅港町線、(都)

高木中筋線、(－)金子中萩停車場線、(都)新居浜駅菊本線、(都)平形外山線、(都)大

江橋高木線を南北の主要軸と位置づけ、これら路線の整備を推進します。 

 

④高速交通網へのアクセス性の向上 

高速道路へのアクセス性の向上を図るため、新居浜インターチェンジと直結する

(都)郷桧の端線、(市)角野船木線、 (都)上部東西線の整備を推進します。 

 

⑤歩行者・自転車の安全性を重視した道路空間の形成 

道路整備においては、歩行者・自転車の安全性を確保するため、車道と分離された
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歩道や自転車通行帯の整備を推進します。 
歩行者空間の整備はユニバーサルデザイン＊の理念に基づき、段差の解消等により

安全性と快適性の向上を図り、人にやさしい歩行者空間の整備を推進します。 
また、今後も自転車・歩行者専用道路となる特殊街路（以下(特)とする）中央環状

線、(特)新須賀山根線、(市)滝の宮山根線について整備を推進します。 
 

⑥都市環境に配慮した道路の整備 

環境負荷の軽減や環境共生を図るため、沿線緑化の推進と、透水性舗装の敷設、電

線類の地中化等の検討を行い、潤いのある都市環境の創出を推進します。 
 

⑦新規・改良道路網の計画 

新居浜圏域総合都市交通体系＊調査（愛媛県、平成８年３月）をもとに、南北及び

東西路線の強化と、市街地外周部の交通の分散化を図るため、既定路線の整備進捗状

況を勘案しながら新規・改良道路網の計画について段階的に検討します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２）公共交通 

①鉄道 

本市のＪＲ新居浜駅周辺の土地区画整理事業の推進、連続立体交差事業等の検討等

により、交通・交流拠点であるＪＲ新居浜駅周辺の整備を推進します。 

ＪＲ中萩駅、多喜浜駅についても地域の交通・交流拠点として交通弱者が快適に利

用できるようバリアフリー*化を促進します。 

市民の生活の利便性を図るため、ＪＲ予讃線の運転本数の増加、及びフリーゲージ

トレイン＊の導入についてＪＲ等の関係機関に働きかけていきます。 

 
②バス・渡海船 

高齢化社会に対応した既存バスルートの見直し、新たな地域循環バスの導入につい

て検討するとともに、過疎山間部「別子山」、離島「大島」との交通手段を確保し、住

民の利便性の向上を図るよう努めます。 
また、人と環境にやさしいバス運輸体系の確立のため、低床低公害型車両の導入や、

屋根やベンチのあるバス停の設置等によるバス待ち環境の向上について関係機関に働

きかけていきます。 

NO （仮）名称･想定区間 NO （仮）名称･想定区間 
１ (仮)臨海道路･磯浦町～多喜浜 ９ (仮)東雲町郷線･東雲町～郷 

２ 庄内坂井線(延伸)･坂井町 10 (仮)宇高線･宇高町 

３ (仮)大生院王子線･大生院～王子町 11 (仮)松神子黒島線･松神子～黒島 

４ (都)前田庄内線･前田町～東雲町 12 新居浜駅菊本線(延伸)･坂井町 

５ (仮)上泉北内線･上泉町～北内町 13 (仮)郷船木線･郷～船木 

６ (仮)馬淵治良丸線･萩生 14 大江橋高木線(延伸)･高木～土橋 

７ (仮)大生院北内線･大生院～北内町 15 種子川筋線（延伸） 

８ (仮)下泉庄内線･下泉町～庄内町   
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３）駐車場・駐輪場 

①商業・業務地における適正な時間貸駐車場の推進 

本市の中心市街地では、生活と密着した中心商業・業務地の形成を目指し、利用者

のニーズに即した利便性の高い駐車場・駐輪場の整備を推進します。また、あわせて

民間活力の導入を促進します。 
喜光地地域では、既存の駐車場利用を促進するとともに、民間による新たな駐車場・

駐輪場の整備を促進します。 
また、沿道型店舗についても、駐車場、駐輪場の整備を促進します。 
 

②鉄道駅・バス停等の交通・交流拠点における駐車場・駐輪場の整備 

自家用車や自転車から公共交通機関への乗り換えの利便性の向上を図るため、駅や

バス停周辺において駐車場や駐輪場の整備を促進します。 
 

４）港湾 

①港湾施設の強化 

近年の経済のグローバル化の進展は、外貿物流需要の増大や船舶の大型化・コンテ

ナ化をはじめとした輸送革新をもたらしたことから、新居浜港においても、これらに

対応した物流機能のより一層の強化・充実を図ります。あわせて、地域の環境保全の

ための廃棄物受入空間の確保や大規模地震時の防災機能構築等を推進します。 
 

②マリンパーク新居浜の維持・管理 

マリンパーク新居浜は、海洋性レクリエーション施設の拠点であることから、今後

も適切な維持・管理に努めます。 
 

③運行環境の整備 

新居浜港東港地区からは、東予港経由で神戸、大阪便が就航しており、本市と関西

圏との交通アクセス*の一翼を担っています。今後は、鉄道、バス、自動車交通等との

利用バランスに配慮した運行環境の整備を促進します。 
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（３）公園・緑地関連施設等の整備方針 
 

都市における緑とオープンスペース＊は、都市の安全性を向上させ避難地や防災活動拠点と

なるほか、良好な都市環境の改善に大きな効果を有し、また、子供からお年寄りまで幅広い

年齢層の市民活動の場、憩いの場としてきわめて重要なものです。 

都市における緑地の保全及び緑化の推進に関する総合的なマスタープランとなる「緑の基

本計画*」で目標とする「山と海、みどりで結ぶ
あかがね

銅 の里 にいはま」の実現に向け、市民、

企業、行政が協力して公園の整備や緑地の保全を図り、新居浜らしい個性豊かなまちづくり

を推進します。 

また、地域文化に根ざしたみどり豊かな都市形成のため、歴史・文化施設、都市施設と環

境が調和したまちづくりを推進します。 

 
１）公園・緑地の整備・拡充 

都市公園については、市民のレクリエーションに対するニ

ーズや都市景観の創出に加えて、防災拠点としての機能も考

慮した整備を推進します。公園の整備にあたっては、計画段

階から市民参加を促し、住民と行政の協働による公園整備を

推進します。 

特に、市民の健康と福祉の増進を図るため、市民が気楽に

スポーツに親しむことを目的とした、総合健康運動公園構想

を策定し、国領川緑地の再生を中心とする健康運動公園の整備を推進するとともに、グリー

ンフィールド新居浜を中心とした新たな総合運動公園の整備を図ります。 

新たな公園の整備においては、借地方式等を活用し効率的な公園の整備を図ります。 

既存の公園については、パークマネジメント手法*の導入を検討し、効率的な施設の更新・

拡充を図ります。 

 
２）都市緑化の推進 

道路緑化、公共施設緑化及び河川環境整備等における樹種等の選定、植栽手法等により、

自然環境や防災機能に配慮した都市の緑化を推進します。 

特に、商業地では華やかな緑化、工場地においてはやすらぎと遮蔽機能をあわせ持った緑

化を推進します。また、住宅地においては潤いとやすらぎのある緑化を推進します。 

ＪＲ新居浜駅周辺は、「緑化重点地区*」に指定されており、本市の「玄関口」としてふさ

わしい緑化を推進します。 

また、市街地の都市空間にゆとりをもたせ、居住環境や都市景観の向上を図るため、空地

等を活かしポケットパーク＊などの整備を推進します。 

 
３）既存緑地の保全 

新居浜市の歴史や文化を反映し、新居浜らしさを伝える大島や東・西丘陵地などの郷土景

観の保全を推進します。 

（山根公園） 
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既存緑地において大規模な開発行為＊が行われる場合には、必要に応じて環境アセスメント

*を促進し、生態系に配慮した対応を図るよう指導していくこととします。 

また、市街地内に位置する一宮神社をはじめとする神社仏閣の社寺林は、市街地のランド

マーク*としてだけでなく、伝統文化との結びつきが強く地区を代表する歴史的にも貴重な緑

地として高く評価されていることから、今後も保全を促進します。 

また、別子山地域を含む山岳地帯の森林については、水源かん養、環境保全、レクリエー

ション機能等多目的機能を有することと、地域の主要な産業であることから、健全な整備保

全に努めます。 

 
４）農地の保全と活用 

都市の貴重な緑地であり、オープンスペース*や生物生息区域ともなっている農地は、今後

も保全を図ります。また、農業の多面的な基盤となる、農地や農業用水などの地域資源を保

全し、遊休農地の活用を推進するため市民農園の開設を促進するとともに、農業体験の提供

などを通じて、消費者と農業者の交流を促進します。 

 
５）水と緑のネットワーク*の形成 

国領川をはじめとする河川や別子鉱山鉄道下部線跡については、緑化及び自歩道の整備を

推進します｡また、主要幹線道路や一般県道などについても緑化を推進し、核となる緑地を有

機的につなぐことにより、水と緑のネットワーク*の形成を図ります。 

 
６）緑の急傾斜崩壊対策事業の推進 

生育する植物を残したまま斜面の安全性を高めていくなど、がけ崩れに対する安全性と自

然保全効果を両立させる「緑の斜面工法」の導入を推進します。その際新たに植栽する樹種

は在来種によるものとし、周辺の生態系にも配慮します。 
 

７）緑地の目標水準（「緑の基本計画*」平成10年3月） 

①緑地の確保目標水準 

用途地域の 30％ 

 

②都市公園施設としての整備すべき確保目標水準 

都市計画区域＊における人口一人当たり 20 ㎡ 
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（４）河川関連施設等の整備方針 
 

国領川、尻無川、東川をはじめとする河川においては、

防災面での河川整備と、景観形成機能、生態系保全機能、

レクリエーション機能等、本来河川が持っている多様な機

能の維持・回復を目指し、都市における潤い空間として、

また市民が自然環境に親しめる空間としての整備を推進し

ます。 
 

１）治水対策の実施 

市民生活の安全性を確保するため、河川改修や砂防対策の実施を促進します。今後、新た

に計画される河川改修事業については、安全性に十分配慮した上で、多自然型工法など河川

が本来持っている生態系の保全及び再生を支援する工法の導入を検討します。 
その他、水路、ため池などについても、災害の発生しやすいものについては改修を推進し

ます。 
 

２）河川浄化の推進 

河川の浄化を図るため、公共下水道などの下水排水処理施設整備の推進や市民の意識啓発

による水質汚濁物質の使用量削減等により、国領川、尻無川等の河川をはじめとする公共用

水域の水質改善等に努め、生物が豊富に生息する美しい河川環境の創出を図ります。 
 

３）親水空間の形成 

①親水空間の創出 

市街地を流れる国領川、尻無川、東川、渦井川については、ユニバーサルデザイン＊の理念

が行き届いた市民誰もが川と親しむことのできる親水空間の整備に努めます。 
 

②河川の緑地保全と緑化 

国領川、尻無川、東川、渦井川の河川緑地は、市街地の重要な緑地機能を果たすことから、

今後も河川緑地の保全と整備を促進します。 
 

③市民と行政の協働による河川空間の整備 

市民に親しまれる河川を目指して、地域住民や市民団体等との連携強化を図り、市民参加

型の河川整備を検討します。 
 

４）各種事業の推進 

国領川、尻無川、東川、渦井川、足谷川、客谷川については、治水対策事業として護岸整

備を促進します。 
また、多自然川づくり＊、水辺の学校プロジェクト等の事業を検討し、市街地の豊かな自然

環境の保全や子供達の自然とのふれあいを大切にした河川整備を促進します。

国領川 
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（５）供給処理関連施設等の整備方針 
 
１）下水道関連施設整備の方針 

下水道は、快適な生活環境の確保と河川や海域の水質改善及び市街地を浸水、
かんすい

冠水などか

らまもるための重要な役割を果たしています。また、市民の下水道整備の必要性の認識と整

備の要望が高いことから、今後も引きつづき整備を推進します。 

 

①公共下水道等の整備 

公共下水道事業認可区域は、平成 17 年度の認可変更により、1,865ha から 2,127ha へ拡大

しました。平成 17 年度末の普及状況は、人口普及率で約 52％、認可区域面積比で約 68％と

なっています。今後も、公共下水道事業認可の目標年次である平成 23 年度に向け整備を進め

ます。また、将来的な市街地の拡大を見据え、認可区域の拡大について検討します。 

 
②下水道関連施設の整備、維持・管理 

現在整備されている下水処理場及び土場雨水ポンプ場等の下水道関連施設の適切な維持・

管理を推進します。また、中央雨水ポンプ場は、平成 18 年度に完成となりますが、引き続き

浸水被害の解消を図るため雨水施設の整備を推進します。 

 
③一般下水排水処理の推進 

公共下水道事業認可区域外の地域については、一般下水道の整備を推進していくとともに、

合併処理浄化槽の普及を推進します。 
 

④循環型社会の形成 

雨水浸透施設の整備、下水汚泥の加工による建設資材への利用など、循環型社会の形成を

図ります。 
 

２）上水道の整備方針 

市内３給水区の安定供給を目指し水道施設の適切な維持管理を図ります。 
 

３）ごみ処理施設等の整備方針 

一般廃棄物最終処分場の整備を推進し、廃棄物処理施設の適切な維持・管理に努めます。 
 



 

                                                        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５１ 
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（６）都市環境関連施設等の整備方針 
 
次世代に引き継ぐ良好な地域環境（自然環境・都市環境）の保全・創出に向けて、水と緑

の環境保全、水環境の再生など環境負荷の軽減を総合的に推進することにより、循環型社会

の形成を推進します。 
 
１）水と緑の環境保全 

ひうち

燧灘などの沿岸部や国領川をはじめとする河川、市街地東西に位置する丘陵地など恵まれ

た水と緑の環境の保全を図ります。また、これら貴重な自然を環境教育・学習や保養・休養

の場として生かし、自然とのふれあいの場として創出を図ります。 

 
２）水環境の再生 

下水道整備や生活排水対策により、河川・水路・海域の水質保全を図るとともに、雨水の

地下浸透を促すために雨水浸透施設の整備を進め、水環境の再生を図ります。 
また、国領川をはじめとする河川において植物を活用した河川浄化など、水と生物による

循環システムの確立を図ります。 
 

３）リサイクル・再利用への取り組み 

日常生活や工場生産などに付随して排出される建設資材や産業廃棄物のリサイクルや再利

用を促進します。 
現在、ごみの分別などにより生活廃棄物のリサイクルや再利用は進められていますが、さ

らに市民意識の向上を図り再利用製品の利用等を促進します。 
その他、公園などの維持・管理時に発生する樹木の枝や落ち葉を再利用する緑のリサイク

ルや、建設工事などに伴って発生する表土のリサイクル等を検討します。 
 

４）環境基本計画*の推進と各種事業の活用 

環境保全に関する総合的、計画的な施策の体系である「環境基本計画＊」を推進します。 
また、次世代都市整備事業＊などの各種事業を活用し、環境と調和した都市施設の整備を推

進します。 
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（７）都市景観形成等の整備方針 
 

本市は、元禄４年（1691）の別子銅山開坑以来 300 年以上にわたり工業都市として発展し

てきた歴史があり、その産業活動は日本の近代化にも大きく貢献しました。その世界にも誇

れる産業遺産が現在も市内に数多く残されており、それらをまちづくりに活かし、また、市

内外に情報発信するという視点からマイントピア別子、広瀬歴史記念館、鉱山鉄道敷きを利

用した自転車・歩行者道路、さらには銅をまちのポイントとして景観美を高めるようポケッ

トパーク＊などの整備を行うとともに、近代化産業遺産＊についての市民啓発を行ってきまし

た。 

平成 17 年６月に景観法＊が全面施行され、景観を整備・保全するための基本理念や住民・

事業者・行政の責務が明確にされました。本市では、愛媛県知事の同意を得て、平成 17 年

10 月に景観行政団体となり、今後、良好な景観の形成に関する計画（景観計画）を地域住民

との協働により策定し、住民・事業者・行政が一体となって取り組み良好な景観形成を図り

ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本理念　国民・事業者・行政の責務の明確化

景観行政団体（市町村※）による景観計画の作成

（※）広域的な場合等は都道府県　　・住民やＮＰＯ法人による提案が可能

　景観協議会

行政と住民等が協働

して取組む場

景観整備機構

ＮＰＯ法人やまちづ

くり公社などを指定

景　観　地　区
（都市計画）

　　景観計画の区域（都市計画区域外でも指定可能）

・建築物の建築等に対する届出・勧告を基本とするゆるやかな規制等

・一定の場合は変更命令が可能

・「景観上重要な公共施設」の整備や「電線共同溝法」の特例

・農地の形質変更等の規制、耕作放棄地対策の強化、森林施業の促進

・より積極的に景観形成を図る地区につい

て指定

・建築物や工作物のデザイン、色彩につい

ての初めての総合規制

・廃棄物の堆積や土地の形質変更等につ

いての行為規制も可能

　景観協定
住民合意によるきめ細

かな景観に関するルー

ルづくり

景観重要建築物
景観上重要な建築物・工

作物・樹木を指定して積

極的に保全

規制緩和措置の活用 屋外広告物法との連携
住民やＮＰＯ法人に

よる提案制度

ソ
フ
ト
面
の
支
援

<景観法の概念図> 
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１）歴史的景観の保存と活用 

別子銅山に由来する 300 年にわたる近代化産業発展の歴史を本市の個性的地域資源として

認識し、世界に誇れる近代化産業遺産＊の保存及び活用に努め、周辺環境との調和のとれた歴

史的景観形成を推進します。 

この重要な景観資源として、旧泉屋道＊と別子鉱山鉄道跡を軸とする“銅（あかがね）の道＊”

を歴史景観軸として位置づけ、親しみのある景観の保全を図ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２）魅力ある市街地景観の創出 

市街地では、住む人々が親しみ、訪れる人々が魅力を感じるまちづくりを目指し、賑わい

や潤いを感じる景観形成を推進します。 

特に、駅前広場及び中心商店街等へのアクセス道路となる新居浜駅港町線（シンボルロー

ド）は、交通空間としての役割を持つ一方、環境空間としての役割を担っており、別子銅山

の歴史をほうふつさせる物語性のあるまちづくりを進め、新居浜市の玄関口としての市街地

景観の創出を推進します。 

また、国道 11 号新居浜バイパスや(都)新居浜駅港町線、(都)駅前滝の宮線、(都)新居浜駅

菊本線などの主要幹線道路においては、遮光や視線誘導など植栽の安全機能を活用するとと

もに、道路内に潤いややすらぎを持たせるため道路緑化をすすめ、屋外広告物やサインとの

調和を図りつつ、良好な道路景観を推進します。 

 
３）自然的景観の形成と保全 

市民に愛され親しまれている建造物や地域の郷土愛の源となっている樹木や山根公園など

のゆとりを生み出す豊かな緑等の保全を図り、潤いとやすらぎを与える景観形成を図ります。 
国領川、滝の宮公園、池田池公園及びマリンパーク新居浜などの水と緑により構成される

潤いある水辺空間を景観資源とし、周辺環境と調和した景観形成及び保全を図ります。 
平野部の市街地を取り巻く田園地域においては、農地等の保全と地域景観の調和を図り、

安心とやすらぎを感じる郷土景観の形成を促進します。 
また、市街地の東西に位置する丘陵地は、本市の郷土景観を創出する緑地として保全を図

＜旧広瀬邸＞ 
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ります。 
 

４）山岳景観の形成と保全 

本市南部の山岳地は、愛媛県指定の自然環境保全地域があり、「アケボノツツジ」や「ツ

ガザクラ」を代表とする高山植物群生と「橄欖
かんらん

岩」や「角閃
かくせん

岩」等による貴重な景観を呈し

ています。このような山間部に広がる、別子銅山に由来する産業遺産と緑におおわれた豊か

な自然環境を重要な地域資源として、自然景観の保全に努めます。赤石山系の山々を囲む山

岳ルートでは、四季折々の花や自然景観を楽しむことのできる「別子・翠波はな街道＊」の

整備・保全に努めるなど、市民・民間とも協力連携して景観形成を推進します。 

別子ラインや銅山川の水と緑により構成される潤いある水辺空間を景観資源とし、周辺の

自然環境と調和した景観形成及び保全に努めます。 
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（８）都市防災関連施設等の整備方針 
 

過去の豪雨災害や阪神淡路大震災等を教訓とし、災害に強いまちづくりを目指します。 
土砂災害等の危険箇所においては防災施設の整備を促進し、また浸水対策として、雨水施

設の整備や流出抑制方策を推進し、自然災害への対策を図ります。 
防災上危険な密集市街地については、耐震性、耐火性や、避難・消防活動のしやすさを踏

まえ、市街地等の防災性能の把握に努めます。この市街地等の防災性能に応じて、道路、公

園等の公共施設の整備を推進するとともに、都市防災に関する都市計画制度の導入を図り、

都市の防災性の向上を図ります。また、防災上の危険性が大きい密集市街地においては土地

区画整理事業や住宅市街地総合整備事業＊等による安全性の確保を検討します。 
また、大きな災害に備えて防災道路や避難・支援路を確保するとともに、上・下水道施設

や電気・通信施設の耐震化を関係機関に要請し、ライフライン関係施設の確保に努めます。 
 
１）都市防災構造化 

①地域防災基盤の整備 

浸水対策として、雨水施設の整備を推進するとともに、浸透施設による雨水流出の抑制を

図ります。急傾斜地崩壊危険箇所や土石流危険渓流等の危険箇所については、防災施設の整

備を促進し、また、治山・治水、及び海岸整備などの災害対策を推進します。 
 

②防災拠点施設の整備 

災害時の地域の避難所となる小・中学校等の防災機能の強化を図るため、建物の耐震性の

強化や防災設備の整備等を推進します。 
また、防災機能の向上により、安全で安心できるまちづくりを図るため、震災時の避難地、

避難路となり、また救援活動や復旧・復興拠点としての機能を有する防災公園の整備に努め

ます。 
 

③防災設備の整備 

地域防災拠点施設における情報基盤の多重化と機能強化を図るとともに、消防防災設備や

資機材の分散配置を推進します。また、情報伝達の迅速化と多機能化を図るため、防災行政

無線と消防無線のデジタル化について検討します。 
 

④ライフラインの強化 

地域防災基盤の整備と同時に電気、上下水道、電話等都市を支えるネットワーク施設の防

災構造化を促進します。また、電線類の地中化を推進します。 
 

⑤防災安全街区*の構築 

中心市街地において、道路、公園等の都市基盤が整備され、行政、医療・福祉、避難・備

蓄等の機能を有する公共・公益施設が集中立地し、相互の連携により災害時における 低限

の都市機能を維持できる防災安全街区*の整備を検討します。 
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⑥市街地の耐震耐火性の把握に基づく防災性の向上 

市街地等の耐震性、耐火性や避難・消防活動のしやすさなどの判定調査等を実施し、客観

的評価にもとづく市街地等の耐震耐火性の把握に努めます。この結果に基づき、防災街区整

備事業＊、住宅市街地総合整備事業＊や地区計画＊等の制度を活用し、防災上危険な密集住宅

市街地等の防災性の向上に努めます。 
 

⑦都市のバックアップ機能＊の確保 

防災上危険な密集住宅市街地等の防災性の向上を図り、市民等のまちづくり活動の促進と

多様な都市整備事業の重層的な実施、総合的な施策を講じることによりバックアップ機能＊

を持った都市の防災化を推進します。 
 

２）災害に強い交通施設の整備 

①緊急輸送路のネットワーク化 

災害時にも分断されることの少ない道路、鉄道、港湾のネットワークの連携強化による緊

急輸送路ネットワークの構築を図るとともに、緊急輸送路沿道には耐震・耐火建築物の配置

を促進します。 
 

②防災機能の強化 

鉄道被災時の代替えバス輸送機能確保のための駅前広場の整備や、港湾における耐震バー

ス＊化を進め、その周辺には非常時の多機能な利用が可能な公園・広場を整備し、防災機能の

強化を推進します。 
 

３）歴史的建造物の防災計画の推進 

本市固有の歴史的建造物等においては火災や震災等による被害を想定し、地質、家屋調査

を行い保存を行うとともに、防災計画への取り組みを検討します。 
 

４）情報の開示 

土石流危険渓流、急傾斜地崩壊危険箇所や地滑り危険箇所等の情報の開示を推進するとと

もに、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域についても、危険の周知、警戒避難体制の

整備等のソフト対策を推進します。 

また、防災マップや市街地の耐震耐火性評価図等の作成による情報の開示についても、イ

ンターネット、ＣＡＴＶ*等を活用しながら周辺住民への情報公開に努め、安全対策を推進し

ます。 
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５）地域コミュニティ＊による防災まちづくりの推進 

①地域防災力の向上による防災まちづくりの推進 

大規模自然災害発生に備え、地域防災の核となる消防団組織の活性化を支援するとともに、

消防団と協働し自主防災組織や地域住民への防災教育・訓練を推進し、市民の自主防災力の

強化と活動への参加拡大を図り、地域防災力の向上による防災まちづくりを促進します。 
 

②災害時要援護者への安全性の確保 

阪神・淡路大震災の教訓から災害時要援護者への対応として避難ルート、避難所等のバリ

アフリー*の整備強化を推進します。 

また、情報伝達手段としてのコミュニティＦＭ＊放送の導入、及びＣＡＴＶ*を活用した手

話、文字放送、多国語言語の充実を促進していくとともに、住民、企業、行政など地域の中

でのネットワークの形成に努め、ソフト・ハード両面での整備を推進します。 
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（９）福祉関連施設等の整備方針 
 

全国を上回る速度で高齢化が進行している本市においては、“誰もが安心して豊かに暮らせ

る生活空間づくり”の実現に向け、さまざまなソフト施策とともに、福祉の充実した地域環

境づくりを推進します。 
 

１）「みんなでつくる福祉のまちづくり」の推進 

平成 15 年４月施行の「みんなでつくる福祉のまちづくり条例」や平成 16 年度策定の「地

域福祉推進計画」によりハード・ソフト両面において、地域社会に住むすべての人が生活上

の様々な障壁を取り除き、自らの意志で自由に社会参加でき、またともに支え合っていける

関係の構築、充実に努めます。 

 
２）高齢者や障害者等にやさしい生活環境整備 

生活形態や様式の多様化に配慮して、居宅の段差解消等小規模な住宅改修支援や福祉施設

などによるデイサービスやショートステイなど、安心して自立した生活ができるよう、高齢

者や障害者等の生活実態に沿って選択可能な居住環境の整備を推進します。 
 

３）ユニバーサルデザイン*の考え方を踏まえたまちづくり 

道路、公園、交通機関のバリアフリー＊化を総合的に展開するために、従来のハートビル法

*と交通バリアフリー法＊が統合されたバリアフリー新法（平成 18 年６月成立）と愛媛県の「人

にやさしいまちづくり条例」に基づく一体的な施設整備を図り、誰もが生活しやすいまちづ

くりを推進します。 
 

４）高度な福祉サービスの提供 

インターネットやＣＡＴＶ*を活用した育児・介護サービスの情報提供等を行うため、高度

情報化社会に対応したインフラ整備を推進します。 

 

５）福祉施設の整備 

養護老人ホーム「慈光園」や児童養護施設「東新学園」の市立入所福祉施設については、

狭あいで老朽化が著しく、新基準に対応できる福祉の基幹施設として、早期の改築を推進し

ます。 
また、老朽化の著しい若水乳児園・若宮保育園の建替えについては、施設の統合も含め検

討します。 
その他、心身障害者福祉センターをはじめとする福祉施設全般について、施設のあり方を

含めた整備計画等を検討・策定します。 
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（10）その他公共施設等の整備方針 

 
１）既存ストックの保全と活用 

小・中学校や市民文化センターをはじめとする公共施設の既存ストックについては、

利便性の向上と今後末永く利用できるように適切な維持・管理を推進します。 
 

２）市営住宅 

公営住宅の建替えに際しては、高齢化の進展や、多様な生活様式に応じた住宅供給の

整備方針に基づき、車椅子対応やオール電化など社会に対応したバリアフリー*住宅の供

給を進めます。また、既設住宅の維持・改善と適切な活用を図るため「新居浜市公営住

宅ストック総合活用計画＊」を基本に、その実現に向けた実施計画を策定します。別子

山地域においては、定住を促進するため活性化推進住宅の建設を推進します。 

周辺環境についても道路整備や緑化、バリアフリー*等を総合的に行い、生活者のニー

ズに対応した、誰もが暮らしやすい良好な居住環境を備えた住宅地の供給を促進します。 

県営住宅等についても、同様に良好な住環境の形成を関係機関に働きかけていきます。 

 
３）教育・文化施設等 

①公共施設の連携 

少子化が進む中で、小・中学校等で発生する余裕教室の有効利用を図るため、保健・

福祉施設、文化施設、集会所としての利用を検討します。 
 

②高度情報化社会に対応した学習環境の整備 

高度情報化社会に対応し、学校のコンピュータールームの整備やＣＡＴＶ*の導入等に

より学習環境の整備を推進します。 

 

４）墓園・斎場 

①墓園 

既存墓地の適切な維持・管理を行うとともに、新しい墓園についても周辺環境に配慮

した施設の整備を推進します。 
 

②斎場・火葬場 

斎場・火葬場の適切な維持・管理に努めます。 


